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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第１四半期連結
累計期間

第59期
第１四半期連結
累計期間

第58期

会計期間
自平成24年９月１日
至平成24年11月30日

自平成25年９月１日
至平成25年11月30日

自平成24年９月１日
至平成25年８月31日

売上高（百万円） 8,917 12,625 40,437

経常利益（百万円） 602 1,362 2,895

四半期（当期）純利益（百万円） 409 564 2,068

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 378 581 5,348

純資産額（百万円） 21,489 26,198 26,023

総資産額（百万円） 31,406 40,870 38,058

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 30.29 41.77 153.01

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 68.4 64.1 68.4

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、一時、米国の債務上限問題による金融市場の混乱があったも

のの、中国経済の成長率が小幅に改善し、欧州経済が停滞から持ち直す傾向にある中、米国経済も底堅く、全体

として緩やかな回復となりました。しかしながら、依然として欧米諸国の財政問題や米国の金融緩和縮小、中国

経済の減速懸念などの下振れリスクは払拭されておりません。

一方、我が国経済におきましては、消費者マインド改善の一服感やアジア向け輸出の低迷によって成長率が鈍

化したものの、消費税増税前の駆け込み需要を背景にした住宅投資などの下支えがあり、プラス成長を維持しま

した。また、当社の属するエレクトロニクス業界は、円安効果によって企業業績が改善されたとはいえ、携帯端

末等一部の製品を除き、需要の先行きには未だ不透明感があります。

このような状況の中で当社グループは、基本方針である「事業領域の拡大と収益力の改善」のもと、外資系企

業との取引拡大や新商材の拡販を積極的に進めるとともに、需要に柔軟に対応できる生産体制を構築してまいり

ました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は 百万円（前年同四半期比 ％

増）、営業利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）、経常利益は 百万円（前年同四半期比 ％

増）、四半期純利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較

については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

日本は、引き続き新しい分野への活動を進めながらも、収益性の向上に取り組み、売上高は 百万円（前年

同四半期比 ％減）、営業利益は 百万円（前年同四半期は 百万円の営業損失）となりました。東南アジア

は、ＡＶ機器・スマートフォン向けで苦戦したものの、自動車向けが下支えし、売上高は 百万円（前年同四

半期比 ％増）、営業利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。中国は、スマートフォン向け

の受注が好調を維持し、売上高は 百万円（前年同四半期比 ％増）、営業利益は 百万円（前年同四半

期比 ％増）となりました。その他の売上高は 百万円（前年同四半期比 ％減）、営業利益は 百万円

（前年同四半期比 ％減）となりました。

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりま

した。その主な要因は、受取手形及び売掛金の増加 百万円であります。負債は、前連結会計年度末に比べ

百万円増加し、 百万円となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金の増加 百万円であ

ります。純資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりました。その主な要因は、利

益剰余金の増加 百万円であります。

(2)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)  研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、中国セグメントにおける生産、受注及び販売実績が著しく増加しており

ますが、これは主に前連結会計年度より新たに中国の子会社２社を連結の範囲に含めたこと、スマートフォン向

けの受注が好調であったこと及び為替相場が円安に変動したこと等によるものであります。

この結果、中国セグメントの生産実績は 百万円（前年同四半期比 ％増）、受注実績は 百万円

（前年同四半期比 ％増）、受注残高は 百万円（前年同四半期比 ％増）及び販売実績は 百万

円（前年同四半期比 ％増）となりました。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,600,000

計 32,600,000

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成25年11月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成26年１月14日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 14,128,929 14,128,929
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 14,128,929 14,128,929 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年９月１日

～

平成25年11月30日

－ 14,128,929 － 2,331 － 2,450
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当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）

含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

平成25年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 611,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,486,100 134,861 －

単元未満株式 普通株式 31,029 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 14,128,929 － －

総株主の議決権 － 134,861 －

平成25年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

千代田インテグレ株式会社
東京都中央区明石町

４－５
611,800 ― 611,800 4.33

計 － 611,800 ― 611,800 4.33

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年９月１日から平

成25年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年９月１日から平成25年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,721 9,693

受取手形及び売掛金 ※1  10,981 ※1  13,127

有価証券 49 551

商品及び製品 1,683 1,636

仕掛品 385 416

原材料及び貯蔵品 2,639 2,883

繰延税金資産 227 234

その他 399 350

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 26,087 28,893

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,859 9,813

減価償却累計額 △6,424 △6,469

建物及び構築物（純額） 3,435 3,344

機械装置及び運搬具 8,583 8,503

減価償却累計額 △5,698 △5,647

機械装置及び運搬具（純額） 2,885 2,855

工具、器具及び備品 1,839 1,859

減価償却累計額 △1,473 △1,491

工具、器具及び備品（純額） 365 367

土地 1,612 1,609

建設仮勘定 102 69

有形固定資産合計 8,400 8,246

無形固定資産

ソフトウエア 327 285

ソフトウエア仮勘定 9 22

電話加入権 13 12

無形固定資産合計 350 320

投資その他の資産

投資有価証券 2,416 2,665

繰延税金資産 72 72

その他 768 705

貸倒引当金 △37 △34

投資その他の資産合計 3,220 3,409

固定資産合計 11,971 11,976

資産合計 38,058 40,870
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1  7,179 ※1  8,556

短期借入金 1,639 2,192

1年内返済予定の長期借入金 24 24

未払法人税等 409 422

賞与引当金 244 165

その他 1,118 1,811

流動負債合計 10,616 13,173

固定負債

長期借入金 75 69

繰延税金負債 258 332

退職給付引当金 809 834

その他 275 262

固定負債合計 1,418 1,498

負債合計 12,035 14,671

純資産の部

株主資本

資本金 2,331 2,331

資本剰余金 2,450 2,450

利益剰余金 21,792 21,951

自己株式 △848 △848

株主資本合計 25,725 25,884

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 390 548

為替換算調整勘定 △92 △234

その他の包括利益累計額合計 297 314

純資産合計 26,023 26,198

負債純資産合計 38,058 40,870
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日)

売上高 8,917 12,625

売上原価 7,017 9,887

売上総利益 1,899 2,738

販売費及び一般管理費 1,419 1,508

営業利益 479 1,229

営業外収益

受取利息 13 17

為替差益 137 118

その他 28 34

営業外収益合計 178 169

営業外費用

支払利息 6 19

その他 49 17

営業外費用合計 56 36

経常利益 602 1,362

特別利益

固定資産売却益 17 4

特別利益合計 17 4

特別損失

固定資産除売却損 1 2

投資有価証券評価損 61 －

特別退職金 10 55

関係会社整理損 － ※  334

特別損失合計 73 392

税金等調整前四半期純利益 545 974

法人税等 136 409

少数株主損益調整前四半期純利益 409 564

四半期純利益 409 564
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 409 564

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 69 158

為替換算調整勘定 △100 △141

その他の包括利益合計 △30 16

四半期包括利益 378 581

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 378 581

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（税金費用の計算）

税金費用については、当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合

には、法定実効税率を用いた計算をしております。

※１．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

２．当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

※ 関係会社整理損は、千代達電子製造（シンセン）有限公司の解散決議に伴う損失発生見込額であります。

【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成25年８月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年11月30日）

受取手形 百万円40 百万円43

支払手形 20 31

前連結会計年度
（平成25年８月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年11月30日）

当座貸越極度額 百万円2,300 百万円2,300

借入実行残高 1,020 1,020

差引額 1,280 1,280

（四半期連結損益計算書関係）
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年９月１日 至 平成24年11月30日）

配当金支払額

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日）

配当金支払額

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

減価償却費 百万円264 百万円303

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月29日

定時株主総会
普通株式 364 27.00 平成24年８月31日 平成24年11月30日 利益剰余金

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月28日

定時株主総会
普通株式 405 30.00 平成25年８月31日 平成25年11月29日 利益剰余金
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年９月１日 至 平成24年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前第１四半期連結会計期間において区分表示しておりました「北米」セグメントは、報告セグメントにおける重要

性が低下したため、当第１四半期連結会計期間では、「その他」として記載する方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３日本 東南アジア 中国 計

売上高

(1)外部顧客への売上高 3,103 2,113 3,248 8,465 452 8,917 － 8,917

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
661 19 204 885 0 885 △885 －

計 3,764 2,132 3,453 9,350 452 9,803 △885 8,917

セグメント利益

又はセグメント損失(△)
△66 70 211 215 64 280 199 479

報告セグメント
その他

(注)１
合計 調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３日本 東南アジア 中国 計

売上高

(1)外部顧客への売上高 2,882 2,308 7,005 12,196 429 12,625 － 12,625

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
863 54 205 1,123 0 1,123 △1,123 －

計 3,745 2,363 7,210 13,319 429 13,749 △1,123 12,625

セグメント利益 40 81 794 916 48 965 263 1,229
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（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 30.29円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 41.77円

前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

四半期純利益（百万円） 409 564

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 409 564

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,517 13,517

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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